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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

1．商   号 

フジトミ証券株式会社 

 

2．登録年月日及び登録番号 

平成 19年９月 30日 （登録番号：関東財務局長（金商）第 1614号） 

 

3．沿革及び経営の組織 

（1）会社の沿革 

年 月 沿 革 

昭和27年11月 北海道小樽市堺町32番地において、資本金100万円にて『株式会社

丸一藤富商店』を設立、小樽商品取引所（昭和36年５月に北海道

穀物商品取引所に名称変更）へ加入 

昭和37年11月 本社を札幌市に移転 

昭和45年２月 商号を『株式会社藤富』に変更 

昭和46年１月 北海道穀物商品取引所農産物市場の商品取引員の許可を受ける 

昭和60年10月 東京穀物商品取引所（現東京商品取引所）農産物市場及び東京砂

糖取引所砂糖市場の商品取引員の許可を受ける 

昭和60年10月 東京支店を開設 

昭和61年11月 ㈱小林洋行が資本参加 

昭和63年12月 東京支店を東京都新宿区大久保１丁目３番17号に移転、東京支社

と改称 

平成５年４月 商号を『株式会社フジトミ』に変更 

平成５年４月 大蔵・通産・農水省より商品投資販売業者の許可を受ける 

平成５年８月 本社を東京都新宿区大久保１丁目３番17号に移転、旧本社を札幌

支店とする 

平成５年10月 東京工業品取引所（現東京商品取引所）ゴム市場の商品取引員の

許可を受ける 

平成５年12月 大阪支店を開設 

平成７年５月 福岡支店を開設 

平成８年７月 東京工業品取引所（現東京商品取引所）貴金属市場の商品取引員

の許可を受ける 

平成10年７月 ホームトレード取引開始 

平成11年７月 東京工業品取引所（現東京商品取引所）石油市場の商品取引員の

許可を受ける 
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平成11年９月 外国為替証拠金取引の取扱開始 

平成12年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成14年５月 丸梅㈱を連結子会社とする。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所

に株式を上場 

平成17年９月 札幌支店を廃止 

平成17年12月 外国為替証拠金取引部門を営業譲渡 

平成19年８月 生命保険の募集業務開始 

平成20年２月 損害保険代理店業務開始 

平成21年２月 保険事業部福岡オフィス（現福岡営業所）を開設 

平成21年10月 金融商品仲介業務を開始 

平成21年12月 金地金販売業務を開始 

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場 

平成22年４月 ＬＥＤ照明販売を開始 

平成23年３月 丸梅㈱（連結子会社）の商品先物取引受託業務を廃止（平成24年

３月に清算結了） 

平成23年３月 福岡支店を廃止 

平成23年３月 不動産賃貸業及び宅地建物取引業を開始 

平成23年12月 本社を東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目15番５号に移転 

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場 

平成26年５月 保険事業部熊本営業所を開設 

平成27年２月 ＨＩＧＨ ＥＮＤ株式会社を関連会社化(平成27年４月にＢＬＵＥ 

ＥＡＲＴＨ株式会社に社名変更） 

平成27年11月 第一種金融商品取引業者登録 

平成27年11月 金融商品取引に係わる媒介業務の開始 

平成28年１月 

 

東京金融取引所 取引所為替証拠金取引（くりっく365）及び取引所

株価指数証拠金取引（くりっく株365）の取扱開始 

平成29年７月 

 

エイチ・エスライフ少額短期保険株式会社を連結子会社化(平成30年

３月にふくろう少額短期保険株式会社に社名変更） 

令和２年３月 ふくろう少額短期保険株式会社の全株式を譲渡 

令和２年７月 東京商品取引所市場商品の大阪取引所への移管に伴い、大阪取引所 

商品関連市場デリバティブ取引の取扱開始 

令和３年８月 商号を『フジトミ証券株式会社』に変更 
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令和４年２月 株式会社小林洋行への完全子会社化に伴い、ＪＡＳＤＡＱ上場廃止 

令和４年11月 投資助言・代理業の登録 

（注）表中の商品取引所名は当時の名称を記載しております。商品取引所は統合が進み、現在、東京商品

取引所、大阪堂島商品取引所の２つに集約されております。また、表中に記載の「商品取引員の許可」は当

時の商品取引所法に基づくものであり、現在は、商品先物取引法に基づく「商品先物取引業者の許可」と

なっております。現在、当社は商品先物取引業者として、東京商品取引所の各市場において商品先物取引

の受託業務を行っております。 

 

（2）経営の組織 

（2023年３月 31日現在） 

 

 

4．主な株主の氏名又は名称並びに保有株式数及び議決権の所有割合 

 （2023年３月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

㈱小林洋行 6,624,610株 100.00％ 
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5．取締役及び監査役の氏名及び役職名 

 （2023年３月 31日現在） 

役職名 氏名 
代表権の 

有無 

常勤・ 

非常勤の別 

代表取締役社長 細金 英光 有 常勤 

取締役 新堀 博 無 常勤 

取締役 島野 寛志 無 常勤 

取締役 原田 実 無 常勤 

取締役 渡辺 宏 無 非常勤 

監査役 上村 成生 無 非常勤 

 

6．政令で定める使用人の氏名 

（1）金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

 

（2）投資助言業務（金融商品取引法第 28条第６項に規定する投資助言業務をいう。）に関

し、助言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融

商品取引法第２条第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく

投資判断を行う者を含む。）の氏名 

氏 名 役 職 名 

島野 寛志 
取締役投資サービス事業本部営業担当本部長 

兼 企画部長 

米倉 教公 投資助言事業部長 

齋藤 和彦 投資助言事業部 副部長 

山口 哲也 
投資助言事業部 

兼 企画部マーケティング課 次長 

田澤 利貴 投資助言事業部 課長代理 

 

7．業務の種別 

第一種金融商品取引業 

・金商法第 28条第１項第１号及び第１号の２に定める、金商法第２条第８項第２号に掲

げる行為 

氏 名 役 職 名 

髙島 亘 コンプライアンス室長 
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・金融商品取引法第 28条第１項第５号に定める、金商法第２条第８項第 16号に掲げる行

為 

第二種金融商品取引業 

・金融商品取引法第 28条第２項第３号に定める、金融商品取引法第２条第８項第２号に

掲げる行為 

投資助言・代理業 

・金融商品取引法第 28条第３項第１号に定める、金融商品取引法第２条第８項第 11号に

掲げる行為 

（注）2022年 11月 14日付けにて投資助言・代理業の登録を受け、2023年３月１日より

投資助言サービスを開始しております。 

 

8．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名 称 所 在 地 

本 店 〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目 15番５号 

大阪支店 〒542-0081 大阪市中央区南船場３丁目４番 26号   

福岡営業所 〒810-0073 福岡市中央区舞鶴３丁目２番 21号 

熊本営業所 〒862-0924 熊本市中央区帯山４丁目 45番６号 

 

9. 他に行っている事業の種類 

・金融商品取引法第 35条第２項に定める業務 

国内市場商品先物取引業務 

生命保険媒介業務及び損害保険代理業務 

貸事務所業務 

不動産賃貸業務・建物売買業務・土地売買業務 

金・白金地金小売業務（貴金属（金・白金）・地金販売・買取）（2018年８月７日休止） 

・金融商品取引法第 35条第４項に定める業務 

電気機械器具小売業・電気機械器具卸売業 

 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

紛争解決等業務の種別 苦情処理措置及び紛争解決措置 

第一種金融商品取引業務 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん

相談センターと手続実施基本契約を締結 

第二種金融商品取引業務 一般社団法人金融先物取引業協会を通じて、

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん

相談センターの協定事業者として登録 

投資助言・代理業務 一般社団法人日本投資顧問業協会を通じて、
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特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん

相談センターの協定事業者として登録 

（注）2022年 11月 24日付けにて一般社団法人日本投資顧問業協会へ加入しております。 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人金融先物取引業協会 

一般社団法人日本投資顧問業協会 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 

（注）2022年 11月 24日付けにて一般社団法人日本投資顧問業協会へ加入しております。 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

㈱東京金融取引所 

 ㈱大阪取引所 

 

13. 加入する投資者保護基金の名称 

 日本投資者保護基金 

 日本商品委託者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

1.当期の業務の概要 

「投資サービス事業」につきましては、顧客基盤拡大のため新規営業を強化したことに

より、預かり資産と口座件数が大幅に増加し、また、金や株式など主力商品の相場変動が

大きく、ＣＸとＣＦＤを中心に取引も増加したため、１年を通じて好調な業績を維持する

ことができました。また、新たな収益チャネルとして投資助言業の登録を11月に完了して

３月から業務を開始するとともに、営業力強化のため、営業社員の中途採用を継続してま

いりました。 

「生活・環境事業」の保険募集業務につきましては、生保は、通達改正等による厳しい

営業環境の中、節税から保障と資産運用に目的をシフトした法人提案に注力して業績の維

持を図ってまいりました。また、損保については、災害激甚化による保険料値上げがプラ

ス要因となったほか、既存顧客の更改率維持と新設法人を中心とした新規顧客の拡大を図

りながら、新種保険の販売に注力して業績の拡大に努めてまいりました。 

不動産業につきましては、販売用不動産の売却が順調に進み、賃貸物件も安定稼働を維

持することができました。また、仕入については、仕入価格やリフォーム費用が高騰して

いるため、優良物件を選別しながら慎重に購入活動を継続してまいりました。 

これらの結果、当事業年度の経営成績は、営業収益2,528百万円（前期比20.3％増）、

営業総利益2,178百万円（同21.0％増）、営業利益263百万円（前期は18百万円の営業利

益）、経常利益278百万円（前期は34百万円の経常利益）、当期純利益は240百万円（前期

は25百万円の当期純利益）となりました。 

 

2. 業務の状況を示す指標                        

（単位：千円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

営業収益 2,057,579 2,102,806 2,528,677 

純営業収益（営業総利益） 1,709,825 1,800,419 2,178,924 

営業利益又は営業損失 △109,552 18,995 263,590 

経常利益又は経常損失 △84,896 34,854 278,723 

当期純利益又は当期純損失 △123,496 25,288 240,360 

資本金 1,200,000 300,000 300,000 

発行済株式の総数（千株） 6,860 6,624 6,624 

受取手数料 1,630,219 1,714,540 2,075,276 

 商品先物取引 338,735 297,529 469,314 

取引所為替証拠金取引 493,329 395,587 314,600 

取引所株価指数証拠金取引 518,303 763,411 1,007,391 
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助言報酬 － － 10 

保険販売手数料 

（生損保の募集） 

279,851 258,011 283,959 

 

3．その他業務の状況 

（1）受取手数料                            

 （単位：千円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

金 額 金 額 金 額 

商品先物取引 338,735 297,529 469,314 

生損保の募集 279,851 258,011 283,959 

合 計 618,586 555,541 753,274 

 

（2）売上高                              

 （単位：千円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

金 額 金 額 金 額 

不動産販売 372,001 317,896 364,246 

太陽光発電機 

LED照明等 
71 － － 

合 計 372,072 317,896 364,246 

 

（3）その他                              

     （単位：千円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

金 額 金 額 金 額 

不動産賃貸料収入 43,310 42,324 42,736 

くりっく 365振興料 10,254 28,022 46,417 

その他 1,721 24 － 

合 計 55,286 70,370 89,154 
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4. 自己資本規制比率の状況                      

 （単位：百万円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

基本的項目             （Ａ） 2,008 2,019 2,206 

補完的項目             （Ｂ） 23 20 15 

 その他有価証券評価差額金（評価益）等 － － － 

金融商品取引責任準備金等 23 20 15 

一般貸倒引当金 － － － 

長期劣後債務 － － － 

短期劣後債務 － － － 

控除資産             （Ｃ） 746 776 891 

固定化されていない自己資本    （Ｄ） 

(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) 
1,285 1,264 1,330 

リスク相当額           （Ｅ） 

(Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｈ) 
466 464 505 

 市場リスク相当額       （Ｆ） 11 12 20 

取引先リスク相当額      （Ｇ） 9 9 11 

基礎的リスク相当額      （Ｈ） 445 443 472 

自己資本規制比率   （Ｄ）／（Ｅ）×100 275.3％ 271.9％ 263.4％ 

 

5．使用人及び外務員の総数 

                                   （単位：人） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

使用人の総数 139 136 130 

（うち外務員） 79 78 79 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

1．貸借対照表、損益計算表及び株主資本等変動計算書 

（1）貸借対照表 

（単位：千円） 

区   分 
第 70 期 

（2022年３月31日） 

第 71 期 

（2023年３月31日） 

（ 資 産 の 部 ）             

流 動 資 産            

 現 金 ・ 預 金 1,020,948 897,589 

預 託 金            48,000 48,000 

顧 客 分 別 金 信 託            20,000 20,000 

金融商品取引責任 

準備預託金 
  

そ の 他 の 預 託 金           28,000 28,000 

有   価   証  券   

商         品   

売    掛    金   

信 用 取 引 資 産              

  信 用 取 引 貸 付 金             

  信用取引借証券担保金             

保 管 有 価 証 券 230,061 220,055 

販 売 用 不 動 産 457,002 701,277 

 仕 掛 販 売 用 不 動 産   

立 替 金            86,018 75,098 

  顧 客 へ の 立 替 金             

  そ の 他 の 立 替 金           86,018 75,098 

募 集 等 払 込 金              

短 期 差 入 保 証 金            5,109,560 6,270,912 

  発行日取引差入証拠金             

  信用取引差入保証金             

  先物取引差入証拠金           4,966,464 6,167,639 

  有価証券引渡票支払金             

  その他の差入保証金           143,096 103,272 

委託者先物取引差金   

短 期 貸 付 金              

前    払    金 1,000  



 

13 

区    分 
第 70 期 

（2022年３月31日） 

第 71 期 

（2023年３月31日） 

前 払 費 用            37,391 50,253 

未 収 入 金            18,569 4,939 

未  収   収  益 18,689 28,979 

 未 収 還 付 法 人 税 等   

そ の 他 169,541 565,731 

貸 倒 引 当 金              

流 動 資 産 計          7,196,784 8,862,836 

固 定 資 産            

 建 物           77,902 74,214 

構 築 物 306 259 

 器 具 備 品           2,593 2,977 

 土 地           256,681 256,681 

減 価 償 却 累 計 額   

 有 形 固 定 資 産 計 337,483 334,132 

ソ フ ト ウ ェ ア 9,299 40,660 

営 業 権   

無 形 固 定 資 産 計 9,299 40,660 

投 資 そ の 他 の 資 産   

  投 資 有 価 証 券           129,424 181,266 

出 資 金           10 10 

  長 期 貸 付 金             

従業員に対する長期貸付金 1,113 1,075 

  長 期 差 入 保 証 金           195,924 275,611 

  長 期 前 払 費 用           1,033 560 

  そ  の  他 185,155 179,631 

  貸 倒 引 当 金           △52,782 △49,814 

投 資 そ の 他 の 資 産 計 459,878 588,340 

固 定 資 産 計          806,661 963,133 

資 産 合 計 8,003,445 9,825,970 
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区    分 
第 70 期 

（2022年３月31日） 

第 71 期 

（2023年３月31日） 

（ 負 債 の 部 ）             

流 動 負 債            

トレーディング商品              

商 品 有 価 証 券 等             

デリバティブ取引             

買    掛    金   

信 用 取 引 負 債              

信 用 取 引 借 入 金             

  信用取引貸証券受入金   

有価証券担保借入金              

有価証券貸借取引受入金   

現 先 取 引 借 入 金             

預 り 金            12,744 13,356 

 預 り 証 拠 金 2,226,041 2,531,594 

 預り証拠金代用有価証券 230,061 220,055 

受 入 保 証 金            3,063,218 4,227,242 

発行日取引受入保証金             

先物取引受入証拠金 3,063,218 4,227,242 

 代  用  有  価  証  券   

その他の受入保証金             

有価証券等受入未了勘定              

受 取 差 金 勘 定              

短 期 借 入 金              

前 受 金            9,800 7,200 

前 受 収 益            1,959 2,549 

未 払 金            70,109 121,643 

未 払 費 用            61,318 71,507 

未 払 法 人 税 等            13,511 53,233 

繰 延 税 金 負 債              

賞 与 引 当 金            16,351 23,886 

そ の 他 の 流 動 負 債            30  

流 動 負 債 計          5,705,147 7,272,268 
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区    分 
第 70 期 

（2022年３月31日） 

第 71 期 

（2023年３月31日） 

固 定 負 債            

長 期 借 入 金              

繰 延 税 金 負 債             5,801 

長 期 未 払 金 20,743 11,169 

退 職 給 付 引 当 金            233,765 241,838 

そ の 他 の 固 定 負 債            3,512 12,091 

固 定 負 債 計          258,021 270,900 

引   当   金   

商品取引責任準備 金 15,666 10,000 

金融商品取引責任準備金 5,205 5,743 

引 当 金 計          20,872 15,743 

負 債 合 計            5,984,041 7,558,913 

（純 資 産 の 部）   

株 主 資 本   

 資 本 金 300,000 300,000 

新株式申込証拠金   

資 本 剰 余 金 1,173,283 1,173,283 

資 本 準 備 金 312,840 312,840 

その他資本剰余金 860,443 860,443 

利 益 剰 余 金 546,480 786,840 

利 益 準 備 金 130,000 130,000 

  その他利益剰余金 416,480 656,840 

  別  途  積  立  金 300,000 300,000 

  繰越利益剰余 金 116,480 356,840 

  自 己 株 式   

株 主 資 本 合 計 2,019,763 2,260,124 

評価・換算差額等 △359 6,933 

その他有価証券評価差額金 △359 6,933 

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益   

   土地再評価差額金   

新 株 予 約 権   

純 資 産 合 計 2,019,404 2,267,057 

負債・純資産合計 8,003,445 9,825,970 
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（2）損益計算書                            

（単位：千円） 

科    目 

第70期     

(2021年４月１日～ 

2022年３月31日) 

第71期      

(2022年４月１日～ 

2023年３月31日) 

営 業 収 益   

受 取 手 数 料 1,714,540 2,075,276 

委 託 手 数 料 1,456,528 1,791,306 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 258,011 283,969 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益   

 株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益   

 そ の 他 の ト レ ー デ ィ ン グ 損 益   

売       上       高 317,896 364,246 

賃    貸    収    入 42,324 42,736 

そ       の       他 28,046 46,417 

営 業 収 益 計 2,102,806 2,528,677 

売     上     原    価 302,386 349,752 

営    業    総    利    益 1,800,419 2,178,924 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,781,424 1,915,333 

取 引 所 関 係 費 58,696 61,013 

人 件 費 1,127,164 1,335,245 

地 代 家 賃 75,410 74,044 

事 務 費 9,514 6,151 

減 価 償 却 費 2,371 5,855 

租 税 公 課 23,840 31,401 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額   

そ の 他 484,426 401,621 

営 業 利 益 （ 又 は 営 業 損 失 ） 18,995 263,590 

営 業 外 収 益 16,669 15,791 

営 業 外 費 用 810 658 

経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ） 34,854 278,723 
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科    目 

第70期     

(2021年４月１日～ 

2022年３月31日) 

第71期      

(2022年４月１日～ 

2023年３月31日) 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益   

関 係 会 社 株 式 売 却 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 額   

商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 額 3,541 5,666 

会 員 権 売 却 益   

特 別 利 益 計 3,541 5,666 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 売 却 損   

投 資 有 価 評 価 損   

固 定 資 産 除 却 損   

関 係 会 社 株 式 評 価 損   

会 員 権 評 価 損   

商 品 責 任 準 備 金 繰 入 額   

金融商品取引責任準備金繰入額 1,210 537 

早 期 退 職 特 別 加 算 金 6,000  

減 損 損 失   

特 別 損 失 計 7,210 537 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 31,185 283,852 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,897 43,491 

当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ） 25,288 240,360 

 

  



 

18 

（3）株主資本等変動計算書 

第 70期（2021年４月１日～2022年３月 31日）          

 （単位：千円） 

 株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

資  本

準 備 金 

そ の 他 

資 本  

剰 余 金 

資本剰余金  

合   計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 利 益  

剰余金 

合 計 

別 途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 1,200,000 312,840 － 312,840 130,000 500,000 △88,934 541,065 

当期変動額         

剰余金の配当       △19,873 △19,873 

自己株式の消却   △39,556 △39,556     

当期純利益       25,288 25,288 

資本金から剰余金へ

の振替 
△900,000  900,000 900,000     

別途積立金の取崩      △200,000 200,000  

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
        

当期変動額合計 △900,000 － 860,443 860,443 － △200,000 205,414 5,414 

当期末残高 300,000 312,840 860,443 1,173,283 130,000 300,000 116,480 546,480 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産  

合 計 

 

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他有価証

券評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

当期首残高 △39,556 2,014,349 △5,360 △5,360 2,008,989 

当期変動額      

剰余金の配当  △19,873   △19,873 

自己株式の消却 39,556 －   － 

当期純利益  25,288   25,288 

資本金から剰余金へ

の振替 
 －   － 

別途積立金の取崩  －   － 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
  5,001 5,001 5,001 

当期変動額合計 39,556 5,414 5,001 5,001 10,415 

当期末残高 － 2,019,763 △359 △359 2,019,404 



 

19 

第 71期（2022年４月１日～2023年３月 31日）          

 （単位：千円） 

 株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

資  本

準 備 金 

そ の 他 

資 本  

剰 余 金 

資本剰余金  

合   計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 利 益  

剰余金 

合 計 

別 途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 300,000 312,840 860,443 1,173,283 130,000 300,000 116,480 546,480 

当期変動額         

剰余金の配当         

自己株式の消却         

当期純利益       240,360 240,360 

資本金から剰余金へ

の振替 
        

別途積立金の取崩         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
        

当期変動額合計 － － － － － － 240,360 240,360 

当期末残高 300,000 312,840 860,443 1,173,283 130,000 300,000 356,840 786,840 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産  

合 計 

 

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他有価証

券評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

当期首残高 － 2,019,763 △359 △359 2,019,404 

当期変動額      

剰余金の配当      

自己株式の消却  －   － 

当期純利益  240,360   240,360 

資本金から剰余金へ

の振替 
 －   － 

別途積立金の取崩  －   － 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
  7,292 7,292 7,292 

当期変動額合計 － 240,360 7,292 7,292 247,652 

当期末残高 － 2,260,124 6,933 6,933 2,267,057 
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（4）財務諸表に関する注記事項 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

（2）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

（3）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

市場価格のない株式等 

総平均法による原価法 

 なお、保管有価証券は商品先物取引法施行規則第39条の規定に基づく充用価格によ

っております。 

 

2 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定） 

仕掛販売用不動産 

  個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定） 

 

3 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）及び、2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに器具及び備品のうち映像コンテンツ

機器については定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15～38年 

構築物 10年 

器具及び備品 ３～20年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
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づく定額法を採用しております。 

   

4 引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

（4）訴訟損失引当金 

商品先物取引事故及び金融商品取引事故等による損失に備えるため、損害賠償請

求等に伴う損失の見込額のうち、商品取引法第221条の規定に基づく「商品取引責任

準備金」及び金融商品取引法第46条の５の規定に基づく「金融商品取引責任準備金」

の他、必要と認められる金額を計上しております。 

（5）商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に基づ

き、同施行規則に定める額を計上しております。 

（6）金融商品取引責任準備金 

金融商品取引事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46条の５の規定

に基づき計上しております。 

 

5 収益及び費用の計上基準 

当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

・ステップ１：顧客との契約を識別する。 

・ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

・ステップ３：取引価格を算定する。 

・ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

・ステップ５：企業が履行義務の充足時又は充足するにつれて収益を識別する。 

（1）投資サービス事業 

投資サービス事業においては、主に金融商品取引、商品先物取引について、顧客の

委託を受けて売買を執行する履行義務を負っております。当該履行義務は、約定日

時点において、顧客が支配を獲得して充足されると判断し、約定日時点で収益を認
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識しております。 

（2）生活・環境事業 

生活・環境事業においては、主に不動産の販売取引及び保険募集業務に従事して

おります。 

不動産の販売取引においては、不動産の売買契約に基づき、不動産を引き渡す履

行義務を負っております。当該履行義務は、引渡し時点において、顧客が支配を獲得

して充足されると判断し、引渡し時点で収益を認識しております。 

また、保険募集業務においては、保険会社に対し保険契約の募集等を行う義務を

負っております。当該履行義務は、保険契約の募集等の後、保険会社がそのサービ

スを検収し、保険会社が当該サービスの支配を獲得した時点において充足されると

判断し、当該履行義務の充足時点で、保険契約者が保険会社へ支払った保険料に基

づき算定された金額によって収益を計上しております。 

当社が代理人として販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

 

6 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

グループ通算制度の適用 

当事業年度からグループ通算制度を適用しております。 

連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、当事業年度から連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとな

ります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）にお

いて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせ

て単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ

通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 

2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、

繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいており

ます。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

固定資産の減損 

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

有形固定資産           334,132千円 
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無形固定資産           40,660千円 

（2）固定資産に減損の兆候が存在する場合には、当該資産の将来キャッシュ・フローを

見積り、減損の要否の判定を実施しております。固定資産の減損の要否の判定におい

て、将来キャッシュ・フロー、割引率等について一定の仮定を設定しております。新

型コロナウイルス感染症の影響については、当社が計算書類作成時点で判断する一定

期間（2024年３月末まで）の影響を会計上の見積りに反映しております。当該見積り

は、将来の不確実な経済状況および会社の経営状況などによって影響を受ける可能性

があり、実際に発生したキャッシュ・フローと見積りが異なった場合、翌事業年度の

計算書類において、固定資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載

の通りであります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

1 担保に供している資産 

  現金及び預金           50,000千円 

  預託金               8,000千円 

  合計               58,000千円 

取引銀行との当座貸越契約（当座貸越極度額 50,000千円）、商品先物取引法施行規則

第 98 条第１項第４号の規定に基づく委託者保護基金による代位弁済委託契約額

20,000千円及び金融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令附則

第２条第１項第４号に基づく特定委託者保護基金による代位弁済委託契約額 20,000

千円に対し、上記資産を担保に供しております。 

上記物件に対応する債務はありません。 

 

2 預託資産 

取引証拠金等の代用として㈱日本証券クリアリング機構へ預託しております。 

 保管有価証券           208,265千円 

 

3 分離保管資産 

商品先物取引法第 210 条の規定に基づき、日本商品委託者保護基金に分離保管しな

ければならない保全対象財産額はありません。 

なお、同法施行規則第 98 条の規定に基づく、委託者資産保全措置額は 20,000 千円

であります。 
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4 分別保管資産 

金融商品取引法第 43条の２の規定に基づき、日証金信託銀行㈱に分別保管しており

ます。 

 預託金（顧客分別金信託）      20,000千円 

 

5 有形固定資産の減価償却累計額   193,247千円 

減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示しております。 

 

6 商品取引責任準備金 

商品取引責任準備金は、商品先物取引法第 221条の規定に基づくものであります。 

 

7 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引責任準備金は、金融商品取引法第 46条の５の規定に基づくものであり

ます。 

 

8 関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。 

  長期金銭債権            25,740千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

 営業費用              41,265千円 

 営業外収益              2,340千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

1 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首の

株式数 

当事業年度増加

株式数 

当事業年度減少

株式数 

当事業年度末の

株式数 

普 通 株 式 6,624,610株 －株 －株 6,624,610株 

 

   2 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項なし 

 

3 剰余金の配当に関する事項 

（1）配当金支払額等 

  該当事項なし 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度にな
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るもの 

    2023年６月22日開催の第71回定時株主総会決議において次の通り付議いたしまし

た。 

    ・配当金の総額           60,283千円 

    ・配当の原資            利益剰余金 

    ・１株当たり配当額          9円10銭 

    ・基準日            2023年３月31日 

    ・効力発生日          2023年６月23日 

  

（関連当事者との取引に関する注記） 

  （1）関連当事者との取引 

    記載すべき重要なものはありません。 

  （2）親会社に関する注記 

    親会社情報 株式会社小林洋行（東京証券取引所に上場） 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

  （1）１株当たり純資産額          342円21銭 

  （2）１株当たり当期純利益         36円28銭 

 

2．借入金の主要な借入先及び借入金額 

2023年３月 31日現在の期末借入残高はありませんが、㈱りそな銀行と当座借越契約

（当座貸越極度額 50,000千円）を締結しております。 

 

3．保有する有価証券の契約価額、時価及び評価損益 

（1）株式 

銘       柄 株 式 数 貸借対照表計上額 

 

ＥＮＥＯＳホールディングス 

ブリヂストン 

日本製鉄 

ソニーグループ 

りそなホールディングス 

三井住友トラストホールディングス 

東京金融取引所 

千株 

20 

2 

10 

1 

10 

10 

1 

千円 

9,304 

10,734 

31,200 

11,985 

6,395 

45,410 

25,000 

計 54 140,028 
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（2）その他 

種   類  及  び  銘  柄 投資口数等 貸借対照表計上額 

 

イオンリート投資法人 

シュローダ・インカムアセット毎月Ａ 

千口 

0 

4 

千円 

14,490 

26,748 

計 4 41,238 

 

4．デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益 

 該当事項なし 

 

5．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

 該当事項なし 
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Ⅳ 管理の状況に関する事項 

1．内部管理の状況の概要 

当社は、金融商品市場の担い手としての社会的責任を認識し、法令諸規則を遵守し

た業務活動を実践するために、コンプライアンス・マニュアルを作成し、遵守するこ

とで、適切な内部管理体制の構築および強化に努めています。社内管理体制として

は、内部管理統括責任者・内部管理統括補助責任者を中心に、業務の適正性の確保と

ともに業務上の問題点の改善、法令遵守体制の強化を図っております。 

また、コンプライアンス室により、金融商品取引法等、関係法令を遵守した営業活

動が行われるように、業務状況を管理しております。 

内部監査体制につきましては、監査役監査のほか、監査室による内部監査を実施し

ており、代表取締役社長、取締役会等において適宜報告を行っております。 

顧客からの相談・苦情に関しましては、当社規程に基づき、事実関係の調査・情報

管理・対応の検討を行い、これらを適切に処理する態勢をとっております。必要に応

じて外部の紛争等解決機関への紹介も行っております。 

 

（1）お客様からのご相談、お問い合わせ、苦情等に対する取扱い 

お客様からのご意見、お問い合わせ、苦情等につきましては、各営業担当者又は、当

社顧客相談室にて承ります。お客様からの苦情、相談等に関しましては、当社管理部に

報告され、迅速で適切な対応に努めております。 

  また、お客様は、当社の金融商品取引業及び投資助言・代理業に関する苦情処理・紛

争解決について、以下の指定紛争解決機関のご利用が可能となっております。 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ） 

  電話番号 ： 0120-64-5005（フリーダイヤル） 

  URL ： https://www.finmac.or.jp/ 

  東京事務所： 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町２-１-１ 第二証券会館 

  大阪事務所： 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜１-５-５ 大阪平和ビル 

 

（2）内部監査体制 

当社内の部門から独立した監査室を設置し、代表取締役社長に直接報告する体制を確

保しております。 

  監査室は、当社すべての部門に対して、業務の適切性、報告の信頼性、法令等及び社

内規程の遵守等について内部監査を実行する体制としております。 
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2．区分管理の状況                              

（単位：千円） 

 管理の方法 当期末残高 前期末残高 内   訳 

金 

銭 

金銭信託 20,000  20,000 
日証金信託銀行㈱ 

20,000 

基金代位弁済 

委託契約 
20,000 20,000 

日本商品委託者保護基金

（特定会員）預託額 

4,000 

有
価
証
券
等 

    

    

    

 

3．分別管理の状況 

（1）顧客分別金信託の状況                         

 （単位：千円） 

 金     額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 0 

期末日現在の顧客分別金信託額 20,000 

期末日現在の顧客分別金必要額 3,000 

 

（2）有価証券の分別保管 

  該当事項なし 
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Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項  

1．金融商品取引業者及びその子会社等の集団の構成  

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社（㈱小林洋行）及び関連会

社２社（㈱日本ゴルフ倶楽部、ＢＬＵＥ ＥＡＲＴＨ㈱）により構成されております。 

当社は、商品先物取引業、金融商品取引業、保険募集業務、不動産業を主たる業務とし

ております。 

 

（1）親会社（㈱小林洋行）の事業内容  

㈱小林洋行は、グループ会社の管理及び不動産の賃貸を行っております。 

 

（2）関連会社の事業内容 

㈱日本ゴルフ倶楽部は、ゴルフ場運営を行っております。  

ＢＬＵＥ ＥＡＲＴＨ㈱は、ＬＥＤ商品の開発・販売等を行っております。 

 

[事業系統図] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一 

般 

顧 

客 

 

当   社 

・商品先物取引の受託 

・金融商品取引の受託 

・投資助言サービス 

・生損保の募集 

・不動産の賃貸及び販売 

・太陽光発電機 

及びＬＥＤ照明等の販売 

・金、白金地金販売及び買取 

 

 

・ゴルフ場関連事業 

ＢＬＵＥ ＥＡＲＴＨ㈱ 

（関連会社） 

 

・ＬＥＤ商品の開発・販売等 

㈱日本ゴルフ倶楽部 

（関連会社） 
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2．商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の金額、事業の内容等 

（注）㈱小林洋行は、有価証券報告書を提出しております。 

商号又は名称 
本店又は主たる 

事務所の所在地 

資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権の 

所有又は被 

所有割合

（％） 

（親会社） 
 

㈱小林洋行 
東京都中央区 2,000 

グループ会社の管理 

及び不動産賃貸業 

（被所有） 

100.00 

（関連会社） 

㈱日本ゴルフ倶楽部 
東京都中央区 90 ゴルフ場関連事業 

（所有） 

17.64 

（関連会社） 

ＢＬＵＥ ＥＡＲＴＨ㈱ 
東京都千代田区 300 

ＬＥＤ商品の 

開発・販売等 

 （所有） 

30.00 


